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⾧寿ハイブリッド補強土工 設計資料 

本工法は、従来工法と異なる点が多いので、設計者の利便性に配慮し、重要ポイントを赤字で示す。 

１，はじめに 

⾧寿ハイブリッド補強土は、のり面工を（設計荷重以上で）緊張出来る補強土工である。従来の補

強土は、斜面変動で地盤が変形した時に初めて補強材に緊張力が発生し、補強材の緊張力が斜面崩壊

を防止する効果を持つと考えられているが、⾧寿ハイブリッド補強土（以後は⾧寿 HB 補強土と略

す）は、崩壊前の段階から補強材に緊張力が作用しており、崩壊の抑止だけでは無く、斜面の亀裂拡

張に伴う風化防止や変形防止にも効果がある。 

本工法が世界初めての工法で有り、その実施には、設計施工上配慮しなければならない点が多いため、

設計法を説明する。細かな追加説明や資料は、添付資料に記載する。 

 

２，基本構造と施工概要 

 ⾧寿 HB 補強土の基本構造を図－1 に示す。本工法は、下記の手順で施工する。 

 【施工手順概要】 

① 補強材先端固定（一次注入） 

補強材の先端部に短時間で固結するセメントミルクを注入し、補強材の先端部を固定する。一

定時間後には、補強材を緊張可能となる。 

② 二次注入と緊張力導入 

 緊張作業は、地表面に緊張プレートを置き、その上にラムチェアーとジャッキを配置する。補

強材を緊張し、緊張ナットを締めて緊張プレートと補強材を固定する。先端が固定された補強材

を、一定の荷重を維持しながら緊張し、短時間 （2～10 時間）で固結するセメントミルクを注入す

る。二次注入区間が固結した段階で、地山にはプレストレス状態の補強材が建設される。 

③ 金網固定とキャップ装着合（植生型の場合） 

金網を補強材の頭部に固定する。その詳細手順は後項にしめす。⾧寿キャップ付きナットを手で

回して固定すれば完成である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図-1 基本構造（植生型の場合） 

固定部 
（一次注入区間） 

緊張部 
（二次注入区間） 
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３，設計法 

  設計は、地山補強土工法設計・施工マニュアル（地盤工学会）か切土補強土工法設計・施工要領

（NEXCO）に準拠し、両指針に無い本工法特有の事項については、本マニュアルによる。 

3.1 本工法特有の設計法 

 本工法の設計法のうち、前述の指針に記載されていない事項について、本工法特有の設計法として

示す。 

① 本工法で使用する部材は耐久性が高い部材を使用する。少なくともメッキ製品の耐久性を遥か

に上回る資材を使用する。 

② 設計現場の条件により、設計に適用する指針は、地山補強土工法設計・施工マニュアル（地盤

工学会）と、切土補強土工法設計・施工要領（NEXCO）のいずれを用いても良い。 

【解説】地盤工学会式では、補強材の引張力の低減係数λ＝0.7 を採用しないので、補強材１本当たりの引張力

が、nexco 式の 1.43 倍になる。本工法では、補強材の伸び量が多いことも重要であり、地盤工学会の「地山補

強土工法設計・施工マニュアル」を採用することが望ましい。 

③ 十分な付着力が取れる岩に定着する場合で、移動土塊も岩の場合は、補強材の間隔を 2.0ｍまで

広げることが出来る。それ以外の地質では最大間隔を 1.5ｍとする。（詳細は資料１参照） 

④ 使用する補強材の⾧さは間隔 2.0ｍピッチでは 3.5ｍ以上とする。1.5ｍピッチでは制約を設けな

い。 

【解説】NEXCO 要領が述べる通り工学的には⾧さを制限する理由はない。このため、施工が可能で

あればさらに⾧い補強材とすることも可能である。 

  

3.2 推奨設計法 

① 本工法で使用する補強材と注入材の付着応力は、普通鉄筋と同じ値とする。 

【解説】本工法で使用する補強材は、コンクリー

トの表面に凸凹加工を施したエポキシ樹脂塗装

鉄筋である。実験の結果、付着応力度（鉄筋の抜

けが 0.04 ㎜の時の値と規定されている）は、普通

鉄筋を上回る値が得られている。このため、設計

上の付着応力度は、普通鉄筋の値と同じとする。

（土木学会指針（2003 年 p5）は、凹凸が無い従

来のエポキシ樹脂塗装鉄筋でも 85％以上の付着

強度と規定しているので指針にも合致してい

る）。 

 

② 補強土工の算定では、固定部が引き抜けない様にチェックする必要がある。固定部の位置は、

想定外の崩壊発生に備え、斜面の安定を確保するため不動土塊内部に位置することが望まし

い。 

【解説】現場条件によっては、本工法の固定部が必ずしも不動土塊にすべて配置される必要は

無い。固定部も一般的な補強土工と同等の機能を発揮するので、一般的な補強材⾧でも設計時

の機能は発揮する。 

図-2 高付着型エポキシ樹脂塗装鉄筋 
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④  地盤工学会式を汎用的なソフトで用いる場合は、補強材の引張力の低減係数をλ＝1.0 （低減しない）

とし、のり面工低減係数μ＝0 で受圧板の地耐力を引き抜け抵抗力にプラスする。 

【解説】十分な付着力が取れる岩の場合、のり面工低減係数μ＝0 としても計画安全率 Fs＝1.2 が得られる場合

が多い。安全率が不足する場合は、引き抜け抵抗力に表面材（緊張プレート）の支持力を加えても良い（表面材

の支持力を加えて算定する手法は、地盤工学会マニュアル p89 の手法「解説式-5.14 参照」）。 

⑤  施工に際しては、設計引張力以上の緊張荷重を与えるが、安全率は、設計時の引張力で算定

する。 

⑥  一次注入材としては、スレーキング性が高い地盤を除いては、高濃ミルク（高強度で濃いセ

メンミルク）を選択する。理由は、他の 2 種類より可使時間が⾧く、前日の夕方までに注入作

業を終了すれば、翌日の朝から二次注入が可能であるためである。 

 

3.3 補強材⾧さと伸び量 

 本工法で使用する補強材は、表-1 に示したネジ節棒鋼 （高付着型エポキシ樹脂塗装鉄筋）を使用す

る。 

 

 本工法で使用する補強材の⾧さは 3.5ｍ以上とする。 

 補強材を緊張した時の伸び量は、補強材の⾧さと引張り力に比例するので、補強材が⾧い方が地盤

種類 材質 
降伏点 
N/mm2 

引張強度 
N/mm2 

呼び径 
公称径 
㎜ 

公称断面積
mm2 

単位重量 
N/m 

ネジ節棒鋼 SD345 
345 以

上 
490 以上 

D19 19.1 2.865 22.1 

D22 22.2 3.871 29.8 

D25 25.4 5.067 39.0 

不動土塊 

（地盤工学会マニュアルｐ89） 

表-1 補強材に使用する鋼材の諸元 
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にプレストレスを架ける点で有利である。同時に、引張り力が小さすぎると補強材の伸び量が小さく

なるため、施工中の引張り力も固定部周辺の地盤を破壊しない範囲で設計引張り力以上の値とする。 

下記に補強材の伸び量と荷重の関係を示す。 

 

       表-2 D19 補強材を 57（ｋN）（地盤工学会指針）で緊張した時の伸び量 

引張り区間の⾧さ 2.0ｍ 3.0ｍ 4.0ｍ 5.0ｍ 6.0ｍ 

伸び量（㎜） 1.94 2.91 3.88 4.858 5.82 

 

       表-3 D19 補強材を 40.1（ｋN）（NEXCO 要領）で緊張した時の伸び量 

引張り区間の⾧さ 2.0ｍ 3.0ｍ 4.0ｍ 5.0ｍ 6.0ｍ 

伸び量（㎜） 1.37 2.05 2.73 3.41 4.10 

 

引張り区間が 2.0ｍの場合は、鉄筋の伸び量が少ないため、プレストレス効果は限定的と考えられ

る。一方、これほど少ない伸び量であっても、地盤が変形（風化による膨張・斜面下方向への移動な

ど）する時に、従来の補強土工では変形が始まってから発揮される補強材の緊張効果が、本工法では

既に緊張されているため変形の初期から発揮される点では有効と考えられる。 

 

【留意点】 

 なお、本工法は NEXCO 要領が規定した法面工低減係数ではμ＝1.0 なので、移動土塊が軟質な粘

性土でも設計計算上は成立するが、軟質な粘性土などへの適用は、従来の補強土工と同程度の効果し

か得られないと考えられる点に注意する必要がある。 

砂質土の場合は、従来の補強土工でも良好な効果が得られているので、本工法の緊張力がさらに対

策工の効果を向上させる事が期待できる。ただし、固定部が軟質なので大きな緊張荷重を架けること

は難しい。本工法の緊張効果が最も期待できるのは、岩盤や締まった地盤である。 

 

 鋼材が引っ張られることにより起きる固定部の漸次破壊は、PC 鋼線に比較し鋼材の伸び量が 1/10

以下と小さいので実用上の問題は無い。もし、本工法で数世紀以上の斜面安定を確保したい場合は、

本工法の固定部を、補強土工の算定対象区間よりさらに 1ｍ程度奥に移動し、補強土工の算定対象に

なる不動地山と移動土塊区間全体を緊張状態でグラウトする方法がある。この場合は、不動地山と移

動土塊区間に集中荷重が発生しないので、理論的に漸次破壊は起きない（PAT7197098）。 

 

3.3 法面工低減係数 

 本工法の法面工低減係数はμ＝1.0 である。 （地盤工学会の計算法を用いる場合は、低減係数はμ＝

0 を用いる。） 

 【解説】 

NEXCO 要領では法面工低減係数μを下式で規定している。 

 μ＝T0/Tmax 

      ここに、 

     T0 :法面工に作用する補強材の引張り力 
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     Tmax：最大引張り力（kN/本） 

 本工法では、補強土工の設計計算で求められる Tmax 以上の T0で補強材の頭部を引っ張るので、

μの上限値である 1.0 と規定する。 

 

本工法の構造は従来の補強土工とは全く異なるので、本工法で法面工低減係数を使用するのが

妥当かとの考察も考えられる。一方で、補強土工の設計に汎用的に使用されている設計計算ソフト

では、法面工低減係数を使用しているので、設計上の利便性から NEXCO 要領で算定する場合は、

本工法も法面工低減係数を 1.0 として採用する。本工法は、地盤内部で不動土塊が移動土塊を引っ張

るので、計算上は良質な岩盤であれば法面工は不要である。法面工低減係数を使用しない地盤工学会の

算定手法 （μ＝0 で算定）でも算定上法面工は不要となる。しかし、斜面では、ごく表層の剥落や滑落

および落石も起こるので、基本的には金網などの法面工を採用するものとする。 

 

3.4 安定計算・補強土工計算 

基本的な設計法は、従来の補強土工の安定計算手法ならびに設計法と同じである。ただし、次のチ

ェックと配慮が必要である。 

【設計上のチェクポイント】 

①補強材を緊張した際に固定部が引き抜けないように固定部の安全性をチェックする必要がある。

固定部区間⾧は基本的に 1.0ｍ以上とする。 

②固定部は、従来型補強土工の施工区間として機能するので、従来型補強土工と同じ手法で設計し、

想定すべり面が固定部ないしその上部側のどの箇所を通過しても良い。 

③補強材と注入材の許容付着応力は、注入材の一般的な設計基準強度 30 （N/mm2）の値 1.8 （N/mm2）

の 100％としτc＝1.8 （N/mm2）を使用する。これは、本工法では、高付着型エポキシ樹脂塗装

鉄筋を用いるので、普通鉄筋以上の付着力が計測されていためである（ｐ4）。 

 

3.5 補強材頭部の緊張荷重 

 本工法では、移動土塊を固定部側に引っ張る機構を発現するために、補強材が抜けない最大量の引

張り力を導入する。補強材の最大引張り力は下記の③とする。 

補強材の最大緊張荷重は、次の 3 項目のうち最も小さい値とする。 

①不動地山と注入材の引き抜き抵抗力（引き抜き抵抗力）T2pa 
  T2pa=D （削孔径㎜）×3.14×区間⾧㎜×不動地山の極限周面摩擦抵抗÷2.00 （仮設の安全率） 
②補強材と注入材の引き抜け抵抗力 e 
  tca＝ｄ×π×区間⾧㎜ ×τc   
  τc：補強材とグラウト材の許容付着応力 
【参考】補強材と注入材の仮設時の許容付着応力τc ＝1.8 （N/mm2）で、ｄ＝19 ㎜の鉄筋 1000 ㎜区

間の付着力は、下記の値となる。 
  tca ＝19 ㎜×3.14×1000 ㎜×1.8 
 ＝107.4KN  

 すなわち、設計基準強度 30 （N/mm2）のグラウト材を使用した区間⾧が 1000 ㎜あれば、D19 の高付着
型エポキシ樹脂塗装鉄筋は抜けることは無い。 
 

 ③補強材の許容引張り応力度 Tsa 
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    ・D19 補強材 41.1KN（nexco 要領） 58.7KN（地盤工学会マニュアル） 
    ・D22 補強材 54.2KN（nexco 要領） 74.9KN（地盤工学会マニュアル） 
    ・D25 補強材 70.9KN（nexco 要領） 101.0KN（地盤工学会マニュアル） 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆二次注入時緊張荷重 Thb2 

 設計報告書には、二次グラウト時の補強材緊張荷重（二次注入時緊張荷重 Thb2）を明記する。 

二次注入時緊張荷重 Thb2 は、汎用ソフト算出される設計引っ張り力 Tｄの 1.1 倍以上で、補強材が

抜けない範囲でかつ安全に載荷できる大きめの荷重とする。緊張量を大きくするためである。 
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参考資料 汎用ソフトを用いた場合の設計例 1 

 本例は、設計手法の一例である。下記の様にソフトで Fs＝1.2 を上回る最低の補強材⾧が得られた。

この算定結果から、一次注入区間⾧や二次注入時の緊張荷重を求めた事例である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表-5から、一次注入の区間を 1.5ｍとすると 41KN の緊張力（二次注入時緊張荷重 Thb2）架ける

ことが出来るので一次注入区間を 1.5ｍとする。（一次注入の区間を 1.0ｍとした場合は、27KN が最

大の緊張力なるので補強材の伸び量が小さいため本工法の効果的な特徴が制限されるためである。

一方、27KN でも補強材は緊張されているので風化防止効果や変動初期の変動抑制効果は微量ながら

発揮される。どの程度の緊張荷重を架けるかは、構造物の目的により差があるので、設計者の判断

とする。） 

 41KN 緊張力を架ける場合は、二次注入区間 2.5ｍで、補強材の伸び量は、1.7 ㎜となる。 

 

補強材の先端側 1.5ｍ区間の仮設時の引き抜き抵抗力の算定を削孔径 65 ㎜の場合で求める 

① 地山と注入材の周面摩擦抵抗 τp＝0.200 N/mm2 の場合、 

  65×3.14×1500 ㎜×0.2（N/mm2）÷1.5（仮設時の安全率）＝40.8KN（表-5の値 41KN と同じ） 

② 補強材が注入材から抜ける抵抗力 

一次注入区間は 1500 ㎜ですが、1000 ㎜の場合でも抜けることは有りません。 

  tca ＝19 ㎜×3.14×1000 ㎜×1.8 

 ＝107.4KN （本ページ 3.5 の②に記載） 

 

【設計例 1 の結論】 

土質定数        

No. 地層名 

湿潤重量 

γt 

(kN/m3) 

飽和重量 

γsat 

(kN/m3) 

粘着力 

C 

(kN/m2) 

内部摩擦角 

N 値 
周面摩擦抵抗 

（N/㎟） φ(°) tanφ 

1 地層 1 18.00 18.70 0.00 30.0000 0.577350 30 0.20 

2 地層 2 21.00 21.00 10.00 35.0000 0.700208 風化岩 0.48 

補強材の⾧さ 4.0ｍ D19 
Fs＝1.238 最大引張り力 40.1KN 
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① 一次注入区間 補強材の先端側 1.5ｍを一次注入区間とする。 

② 二次注入時の緊張荷重（二次注入時緊張荷重 Thb2 として設計書に明記する） 

  40.1KN×1.1＝44.1 KN 

③ 安定計算に使用する補強材の緊張力はソフトで算出される値とする。（二次注入時緊張荷重 Thb2

を安定計算には使用しない） 

なお、この算定例は、施工と設計の利便性を考慮した標準的なものであるが、設計技術者が各現場の

状況を考慮し異なる対応をすることを何ら束縛するものでは無い。例えば、補強材 7～10 では、一次

注入区間を 1000 ㎜として、二次注入区間を 3.0ｍ確保し、58.7KN×1.1 で緊張する方法も有る。そ

の場合、3 ㎜近く伸⾧した補強材が地中に建設されることになる。 

 

参考資料 汎用ソフトを用いた場合の設計例２ 

 本例は、従来の補強土では対応困難であったすべり土塊の厚さ 4ｍ程度を想定した事例である。補

強材の⾧さが 5ｍを超えるので、本例では SD 工法を適用して、削孔径 65 ㎜、補強材の⾧さ 6.0ｍで

算定した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表-5 から、一次注入の区間を 1.0ｍとする最大 65KN の緊張力架けることが出来るので一次注入区

間を 1.0ｍとする。 

【設計例 2 の結論】 

① 一次注入区間 補強材の先端側 1.0ｍを一次注入区間とする。 

土質定数        

No. 地層名 

湿潤重量 

γt 

(kN/m3) 

飽和重量 

γsat 

(kN/m3) 

粘着力 

C 

(kN/m2) 

内部摩擦角 

N 値 
周面摩擦抵抗 

（N/㎟） φ(°) tanφ 

1 地層 1 18.00 18.70 0.00 35.0000 0.700208 風化岩 0.48 

2 地層 2 21.00 21.00 10.00 35.0000 0.700208 風化岩 0.48 

補強材の⾧さ 6.0ｍ D22 
Fs＝1.201 最大引張り力 54.2KN 
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③  二次注入時の緊張荷重（二次注入時緊張荷重 Thb2 として設計書に明記する） 

 54.2KN×1.1＝59.6 KN 

④  設計計算上の補強材の緊張力はソフトで算出される値とする。 

この算定例では、補強土工の一般的な手法（法面全体に補強材を配置する手法）を採用している

が、グラウンドアンカーと同じように打設個所を限定し補強材の本数を減らす手法も有り得る。 

  

参考資料 設計例 2 の別案 

 

グラウンドアンカー工では、地質とのバランスを考慮しながら、不安定土塊の一部にのみアンカー工

を打設することが一般的である。その点を考慮し、補強材本数を半分の 5 段に絞った場合が下記の別

案である。上部斜面の崩壊が発生しないかなど、地盤との関係を総合的に考慮し採用できる。 

なお、この例では、地盤工学会の手法で、のり面工低減係数 μ＝0 と法面工の低減係数 λ＝1.0 を採

用している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

補強材の配置計画を行い、安全率について照査する。 

[⾧寿補強材(エポキシ塗装)D25、全⾧ 7.000m、縦間隔 2.00m、水平間隔 2.00m、施工段数 5 段] 

Pr = 204.1 kN/m、 Fs = 0.979 [補強前]、 Fs = 1.217 [補強後] 

補強材の⾧さ 7.0ｍ D25 
Fs＝1.217 最大引張り力 101.3KN 
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以下に設計例 2 の別案に追記する。 

① 補強材打設方向と法面角度は直角以外でも 15 度までは簡便に対応できる。 

さらに、網固定ブロックの内部と上部に埋め込むモルタルの計上を調整すると 

30 度ぐらい法面方向と補強材打設方向が斜交していいても工事可能である。 

② 本工法の頭部は、下記の鋼製受圧板や法枠も選択可能である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

参考資料 金網の強度 

 

・金網の引張耐力算定例（ロックボルトの縦横ピッチ 2.0ｍの場合）  

 

  （崩壊深さ 1ｍ以下であれば Fs＝1.2 に必要な抑止力は 15KN/ｍ以下であり、それに対して金網や固定

部は十分大きな強度を有するため算定を省略できる。） 

 

以下は、算定が不要である事を示す金網強度の算定資料である。 

 

 芯線材の直径＝2.0mm で、線材の引張強さ 800N/㎟（試験結果）

である。許容引張強度を 50％の値として 400 （N/㎟）を用いて 1 本

当たりの許容引張強度を下式で求める。 
・Po＝3.14×1.0 ㎜×1.0 ㎜×400 N/mm²＝1,256（N/本） 

 
・網固定ブロックには、図-3 に示した赤い点 12 箇所それぞれか   

2 本の線材が合計 24 本固定されているので、金網固定部の強度は、

下記の値となる。 

 1,256（N/本）×24＝30,144（N）→ 30KN 

 金網固定部 1 箇所の強度だけで 30KN あり、金網は４箇所で支え

られるため、金網の許容強度に対し網固定部の強度 30KN×４箇所＝

120KN が得られる。 

 

 金網に作用する力は様々な形態があるので、固定部の半分区間で

金網が引っ張られるとしたのが図-4 の状態である。図に示した赤い

点 7 箇所それぞれか 2 本の線材が合計 14 本固定されているので、金金網を引っ張る網固定部の強度

図-３ 金網固定数１ 

図-４ 金網固定数２ 
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は、下記の通りである。 

 1,256（N/本）×14＝17,584（N）→ 17KN 

 図-3 の場合は、金網固定部 1 箇所の強度だけで 30KN あり、金網は４箇所の金網固定部で支えら

れるため、金網の有効張力 Pa(後述のとおり金網幅 2ｍに場合は、18KN×2＝36KN)に対し網固定部

の強度は 30KN×４箇所＝120KN となり、十分上回るため、金網固定部は安全である。 

 

図-4 の場合は、金網固定部 1 箇所が金網を引っ張る強度だけで 17KN あり、金網は４箇所で支えら

れるため、金網の有効張力 Pa(後述のとおり金網幅 2ｍに場合は、18KN×2＝36KN)に対し、網固定

部の強度は 17KN×４箇所＝68KN であり、必要な強度を十分上回るため金網固定部は安全である。 

 

・１ｍ幅の引っ張り力 

⾧寿金網防護工の金網は静的な環境で使用されるので、動的な環境を考慮した落石対策便覧の手

法は、安全側過ぎると考えられるが、他に適当な確立された計算手法が無いので、落石対策便覧で算

定する。 

 

◇金網の規格 

・網目：50 mm × 50 mm 

・鋼線径：𝑑=2.0 mm 

・引張強さ：𝜎𝑢=800 N/mm2 (許容応力を 400 N/mm2 とする) 

・線交差点強度      Pa=2 Po・cos42.5°×1/1.5 

             ＝2×1256N×0.7373×1/1.5 

             ＝1,234N 

・金網有効張力 Pa     金網幅 1ｍ当たりの線交差点数は表 4-5 から n=14.8 なので 

                        Pa=1,234N×14.8 

             ＝18,263Ｎ(18KN) 

 

             金網幅 2ｍ当たりは、18KN×2＝36KN である。 
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【落石対策便覧（日本道路協会 平成 29 年版 令和 8 年時点でも最新版】 
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